
 

1 

 

国際税務 
QI/FATCA/CRS 関連情報 
内国歳入法 871 条(m)に係る経過措置の追加延長に関す
る IRS 通知 2022-37 の公表 
 
2022 年 9 月 6 日 

米国内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下

「IRS」）は 2022 年 8 月に米国内国歳入法 871 条

（m）及び適格デリバティブディーラー（Qualified 

Derivatives Dealer：以下「QDD」）制度に関する規則を

一部改正する IRS 通知 2022-37（以下「本通知」）を公

表した。本通知は、2019 年 12 月に公表された通知 2020-

2 における 871 条（m）に関する経過措置期間をさらに 2

年間延長するものである。通知 2020-2 の詳細な内容につ

いては、2019 年 12 月 19 日付のニュースレター（デロイト ト

ーマツ税理士法人ウェブサイト）を参照されたい。 

1. デルタワン取引及びノンデルタワン取引における経過

措置の追加延長 

通知 2020-2 において、871 条（m）の対象取引に関する

段階的導入措置が公表されており、2017 年から 2022 年

に関してはデルタワン取引のみが対象となり、ノンデルタワン

取引が対象となるのは 2023 年以降とされていた。本通知で

は、当該段階的導入措置について 2 年間の追加延長措置

が公表された。これにより、871 条（m）の対象取引は、

2024 年まではデルタワン取引のみ、ノンデルタワン取引が対

象となるのは 2025 年以降となる。 

また、当該経過期間の追加延長措置に合わせて、871 条

（m）遵守に係る努力規定についても 2 年間の追加延長

措置が取られることとなった。これによって、デルタワン取引に

ついては 2017 年から 2024 年が経過措置期間、ノンデルタ

ワン取引については 2025 年が経過措置期間となる。これら

の経過措置期間中においては、納税者又は源泉徴収義務

者は 871 条（m）を遵守するために誠実な努力をどの程

度行ったかが考慮されることとなる。 

さらに、QDD に関する経過措置期間についても 2 年間の追

加延長措置が取られることとなり、QDD は 2017 年から

2024 年までの間、2017 年 QI 契約及び 2023 年 QI 契約

（2023 年 1 月 1 日適用予定）の遵守に関して誠実な努

力を行っている場合には、QDD としての義務を遵守している

とみなされることとなる。 

加えて、IRS は 2017 年 QI 契約及び 2023 年 QI 契約にお

いて、QDD 遵守に関して誠実な努力を行うことで、2025 年

より前の年について、QI 契約のもとで QDD としての義務を

満たしているとみなす旨のガイダンスを公表することを検討して

いる。 

2. 結合ルールにおける経過措置の追加延長 

通知 2020-2 において、結合ルールについての経過措置が公

表されており、2017 年から 2022 年においては、結合ルール

の対象となる取引は店頭取引に限定されており、さらに、上

場している取引については結合ルールの対象外とすることとさ

れていた。本通知では、当該経過措置期間について 2 年間

の追加延長措置が公表され、2017 年から 2024 年が結合

ルールの経過措置期間の対象年度となる。 

3. QDD 制度における経過措置の追加延長 

通知 2020-2 において、QDD 制度に関する段階的導入措

置が公表されており、2017 年から 2022 年においては、

QDD はディーラーとして受領した配当及び配当同等物に関し

て納税義務は生じず、源泉徴収されることもないとされてい

た。また、QDD のネットデルタエクスポージャーに基づく 871 条

（m）金額の算出は 2023 年に開始される予定であった。

さらに、QDD は 2017 年から 2022 年における QDD として

の業務に関して、定期的検証を実施する必要はないとされて

いた。本通知では、当該段階的導入措置についても、2 年

間の追加延長措置が公表された。これにより、2023 年及び

2024 年においても、QDD はディーラーとして受領した配当及

び配当同等物に対する課税、又は、これらの配当に係る源

泉徴収もされないこととなった。また、ネットデルタエクスポージ

ャーに基づく 871 条（m）金額の算出は 2025 年に開始さ

れることになる。さらに、QDD は 2023 年又は 2024 年にお

ける QDD としての業務に関する定期的検証を実施する必

要もなくなった。 

QDD 制度における経過措置及び QDD の定期的検証免

除について、IRS は 2023 年 QI 契約に含むことを予定してい

る。 

おわりに 

本通知によって金融機関は 871 条（m）及び QDD の遵

守体制の整備にさらなる時間的猶予が与えられることは、朗

https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-22-37.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/ftc/qi-fatca-19december2019.html
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報となった。また、QDD の定期的検証免除については、

2023 年 QI 契約に盛り込まれることが予定されており、公表

が待たれる。過去数回に渡り経過措置の延長が行われてい

るが、施行時に適切な対応ができるよう、遵守体制の整備

を行っていくことが重要である。 

デロイト トーマツ税理士法人では 871 条（m）及び QDD

に関する導入支援及び継続的なサポートサービスを提供して

いる。今回、ニュースレターでご案内した内容のほか、制度内

容・法令等でもご不明な点等があれば、ご相談いただきた

い。 
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 Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it 

cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any governmental 

taxing authority or agency.

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 US デスク  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

所在地 
〒100-8362  

東京都千代田区丸の内三丁目 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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